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第 15回接続政策委員会 議事概要 

 

日 時  平成 22年９月 14日（火）17：00～18：00 

場 所  総務省 共用 1001会議室 

参加者  接続政策委員会 東海主査、酒井主査代理、相田委員、佐藤委員、 

             関口委員、藤原委員 

     事 務 局    

（総 務 省）     原口電気通信事業部長、古市事業政策課長、 

二宮料金サービス課長、 

吉田料金サービス課企画官、 

安東料金サービス課課長補佐、 

山野料金サービス課課長補佐 

 

【議事要旨】 

 

① 「長期増分費用方式に基づく接続料の平成２３年度以降の算定の在り方に

ついて」 

○ 答申（案）に対する意見及びその考え方（案）の説明が行われた後、討議

が行われた。 

 

 

【主な発言等】 

相田委員：意見に対する考え方について、「考え方 17」の 14 行目が「長期増分

費用方式に基づく接続料」となっており、また、「考え方 23」の８行目が「今

回提案された新たな算定方式を含む長期増分費用方式」となっているが、今

後の接続料算定の在り方として、長期増分費用方式ありきとの印象を与える

ので、例えば「固定電話の接続料」と修正すべきではないか。 

事務局：固定電話の定義もあるため、現時点で「長期増分費用方式に基づく」

接続料という記載がより正確で誤解を生まない表現と考え、案のような記載

としている。  

藤原委員：例えば「長期増分費用方式に基づく接続料についても」の部分を削

除しても、意味は通じるのではないか。 

東海主査：今後、長期増分費用方式を土台にしつつ、IP 化の流れに対応しない

といけないことを考えると、相田委員の指摘は適切。書き方を修正すべきで

はないか。 

事務局：修正する。答申（案）の記載を引用しているため、答申（案）につい
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  ても修正する。 

東海主査：「意見 20」について、「IP電話の回線数が平成 23年度末には PSTNを

上回る」旨の記載があるが、この予測を裏付ける試算を事務局は行っている

か。 

事務局：先日のユニバーサルサービス制度に関する情報通信審議会への諮問の

際の資料に、IP 電話の利用番号数と加入電話等の契約者数を比較したグラフ

があり、このことを指しているものと考えられる。これは、これまでの実績

データを二次曲線に当てはめ、事務局で今後のトレンドを予測したものであ

るが、必ずしも正確な試算ではない。 

関口委員：「考え方 17」の 13行目について、「ある程度」とはどのくらいか。 

事務局：定量的な数値は想定していない。社会的コンセンサスの観点等から見

て、東西別接続料の導入を検討する必要が生じる程度に IP電話の普及が進め

ば、という定性的な意味。 

関口委員：現在の東西均一接続料を今後どうするのか考える段階にきているの

は確か。ドライカッパ等、実際費用方式は東西別接続料を採用している中で、

長期増分費用方式の東西均一接続料は少数派。社会状況等を理由に東西均一

接続料を採用してきたが、答申（案）にもあるとおり、本来は東西別接続料

とするのが筋なので、IP 電話が過半を占めるようになったタイミングで整理

し直すべき。 

酒井委員：表現としては、「ある程度」のままでよいのではないか。これ以上の

厳密化は困難。 

関口委員：今のような議論を議事録にとどめるということで、記載ぶりとして

は「ある程度」のままでもよい。 

東海主査：それでは、表現は原案どおりとする。 

藤原委員：「意見 19」について、意見の概要には「複数年度」とあるが、事業者

の意見の内容を確認すると「３年間」ではないか。 

事務局：事業者の意見には「３年間」と書いてある部分もあるが、これは前回

答申の記載をそのまま引用している箇所であり、意見としては「従来どおり、

複数年度の適用が適当」とされている。 

佐藤委員：海外では接続料の算定方式に LRICを用いるか実際費用を用いるかと

いった議論はせず、アクセス網や IP網等、それぞれに適切な算定方式の在り

方を議論している。  

  また、現時点では、NTSコストの一部を引き続き接続料原価に含めるのはや

むを得ないという結論であるが、社会的に見た本来の在り方について、ユニ

バ制度の見直しもあることから、一度きちんと議論して整理すべき。 

  なお、光 IP電話がユニバ化されると何が変わるのか。補てん対象額が増え
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るのか。コストの算定が仕事として増えるのか。 

事務局：移行期におけるユニバーサルサービス制度の在り方について、どのよ

うな要件を満たす光 IP 電話がユニバの対象となるのか、光 IP 電話をユニバ

の対象とする場合に補填が必要か、また、その際の補てん対象額の算定方法

はどうすべきかなど、現在、ユニバーサルサービス政策委員会で検討中。 

佐藤委員：今後、ユニバーサルサービス政策委員会の検討結果について、適宜

共有してほしい。  

東海主査：本日の議論を踏まえた修正点については、一度、私と事務局で整理

させていただいた上で各委員に照会し、各委員の了解をいただければ、９月

28日に開催予定の電気通信事業政策部会に報告することとしたい。 

委員一同：了。 

以上 


